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設置目的の達成度 

１ 計画(Plan)と実績(Do) 

設 置 目 的 
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、市民生活の安定と社会福祉の

増進に寄与することを目的とする。 

運 営 事 業 名 H28 年度実績値 H29 年度目標値 H29 年度実績値 対前年比 目標達成率 評価 

市営住宅維持管理事業 240,000 円 212,400 円 198,000 円 82.5% 93.2% B 

       

       

       

設置目的に対する総合評価  

目 的 達 成 度 の 

評 価 基 準 

家賃収入率を目標達成度の評価基準とする。収入率は実績値÷目標値で定義する。 

目標値：住宅使用料の年度末調停済額（過年度分を含む） 

実績値：住宅使用料の年度末収入済額（過年度分を含む） 

A：95%～100%  B：90%～95%  C：85%～90%  D：80%～85%  E：0%～80% 

 

２ 現状分析(Check) 

運 営 事 業 の 

意 義 と 現 状 

当該住宅は老朽化が著しいため、退去後は政策空家としている。現時点においては、うつぎ原、丸

山の 2 住宅については用途廃止する方針としている。 

上 記 の 原 因 
経年による家賃額（調定額）の減少 

退去による家賃収入の減少 

 

３ 次年度以降への改善点(Action) 

具 体 的 な 

改 善 方 策 
現入居者の退去後は政策空家とする。 

Ｈ30 年度運営

事業と目標値 

運 営 事 業 名 H30 年度目標値 備    考 

市営住宅維持管理事業 169,200 円 住宅使用料調定額 

   

   

   

 

※参考 前年度までの運営事業の実績値と評価 

運 営 事 業 名 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

総合評価 A A B B 

市営住宅維持管理事業 
190,800 円 255,600 円 240,000 円 198,000 円 

A A B B 
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効 率 性 

１ 計画(Plan)と実績(Do) 

効率性指標 H28 年度実績値 H29 年度目標値 H29 年度実績値 対前年比 目標達成率 

①利用単位

当たり経費 

Ａ 施設総利用

者数等 
2 戸 3 戸 2 戸 100% 66.7% 

Ｂ  年間経費

(除く収入) 
18,000 円 18,000 円 19,554 円 108.6% 100% 

Ｂ／Ａ 9,000 円/戸 6,000 円/戸 9,777 円/戸 108.6% 100% 

②光熱水費      

③消耗品費      

効率性指標の考え方等 

A 目標：住宅における入居可能な最大戸数 

実績：入居戸数 

B 目標：過去 3 ヵ年（直近）の年間経費のうち最も数値の低いもの 

実績：年間経費 

 

２ 現状分析(Check) 

効 率 性 の 

現 状 
 

 

３ 次年度以降への改善点(Action) 

具 体 的 な 

改 善 方 策 
 

  年度効率性

の 目 標 値 

①利用単位当たり経費 Ｂ／Ａ   

②光熱水費   

③消耗品費   

 

※参考 前年度までの効率性指標 

効率性指標 Ｈ 年度 Ｈ 年度 Ｈ 年度 Ｈ 年度 

①利用単位当たり 

経費 

目標値     

Ａ実績値     

Ｂ実績値     

Ｂ/Ａ     

対前年比     

目標達成率     

②光熱水費 

目標値     

実績値     

対前年比     

目標達成率     

③消耗品費 

目標値     

実績値     

対前年比     

目標達成率     
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４ その他の指標 

受益者負担 

の適正性 

区  分 説    明 単位 Ｈ 年度 Ｈ 年度 Ｈ 年度 

①使用料原価 
１㎡ 1 時間当たりの原

価 
円 円 円 円 

② 

稼動割原価率 

年間経費を年間収入で

賄えない比率 
％ ％ ％ ％ 

③１㎡１時間

適正使用料 
① ② 円 円 円 円 

④現行１㎡１

時間使用料

の平均 

   

⑤適正化計画 

 
  

 

 

運営に掛か

る税負担 

(市民負担) 

年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度(予算) 

人口（4 月 1 日：人） 23,444 22,938 22,477 21,937 

人口 1 人あ

たり（円/人） 

運営経費（収入除く） 35.1 0.8 0.9 274.4 

年間総経費 34.1 △3.3 △3.6 269.1 



 

 

 

平成 30 年度  施設名（愛称名） うつぎ原市営住宅  番号 71 

4 

利用者満足度調査 

 

実施の有無 □ 有  ☑ 無 調査の方法 アンケート Ｈ 年度調査数 件 

 

○貸館利用者向け 

 １ 調査結果 

設問 回答種類 Ｈ 年度回答数 Ｈ 年度回答数 Ｈ 年度回答数 

 

１  

２  

３  

   

 

１  

２  

３  

   

 
１  

２  

   

 
１  

２  

   

 
１  

２  

   

 
１  

２  

   

※今年度寄せられたクレーム等 

 

 ２ 調査結果から読み取れること 

 

 

３ 次年度以降への改善点 

 

 

 

 

施設修繕計画及び備品購入計画 

 

破損 

年度 
全ての破損した箇所・備品名 経費見積 

修繕・買換等 

予定年度 
備考（修繕済年度等） 

     

     

     

     

※今後想定される維持管理事項 

 政策空家となっている住宅周辺の草刈り、放任樹木の伐採等。 
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管理運営上のその他評価項目 

 

当該施設の必要性 

 

廃止、休止等の可能性 

 

施設の設置目的変更の可能性 

老朽化が著しく、耐震上の問題もあるため、用途廃止する方針である。 

民間による管理運営の可能性 

 

今後の管理運営主体の見込み 

 

行政関与の妥当性 

規模や戸数、築年数などを考慮し、全面的に民間に管理を委託するほどではな

いが、業務効率の観点から、全市営住宅において一定範囲内の修繕や管理の委

託を検討する余地はある。 

 

施設の管理運営と経費の妥当性  

施設の性質や実費経費からみた

受益者負担の妥当性 

市営住宅の使用料（家賃）の算出方法は、公営住宅法により一律に定められて

いるため、受益者負担は妥当と判断するものとする。 

その他の管理運営上の課題 政策空家の適切な管理。 

【参考】 

市内や賀茂郡内の類似施設の管

理運営状況等 

 

 

 

平成 年度 実施運営事業内容 

運営事業名 事業内容 次年度に向けての改善事項 
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施 設 の 概 要 

 
１ 施設名 

（愛称名） 
うつぎ原市営住宅 

２ 担当課 

担当係 

建設課 

都市住宅係 

３ 所在地 下田市六丁目 25 番 4 号 他 ４ 設置年月 昭和 29 年 2 月 9 日 

５ 総合計画の 

位置付け 

Ⅰ 美しいまちづくり ２ 身近な生活環境づくり ４ 住宅 

基 本 目 標 
安心・安全な生活を守るため、市営住宅の整備や住宅の耐震化

の支援を推進します。 

基本目標を実現 

するための施策 

項目 

 市営住宅の整備 

内容 

  

６ 設置目的 
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与

することを目的とする。 

７ 設置根拠 下田市営住宅条例 

８ 施設の概要 

施設の概要 

（H29年度末） 

敷地面積 862 ㎡ 

戸数 4 戸（木造平屋建）【うち政策空家 1 戸】 

昭和 37 年度 4 戸【1 戸】 居住世帯 1 世帯 

実 施 事 業 

の  概  要 

設置目的のとおり。 

料 金 体 系 

料 

金 

区 

分 

家賃は入居者の所得等によって毎年度見直しを行う。 

 

主 
 

な 
 

料 
 

金 

 

種別 単位 昼 夜 昼夜 備考 

住宅使用料 円／戸・月   14,100 平均 

      

   

   

減
免
内
容 

（家賃の減免又は徴収猶予） 
第 16 条 市長は，次の各号のいずれかに該当する特別の事情がある場合においては，
家賃の減免又は徴収の猶予を必要と認める者に対して市長が定めるところにより当該
家賃の減免又は徴収の猶予をすることができる。 
(１) 入居者又は同居者の収入が著しく低額であるとき。 
(２) 入居者又は同居者が病気にかかったとき。 
(３) 入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。 
(４) その他前３号に準ずる特別の事情があるとき。 
 

利用料金制度 □ 有    ☑ 無

施 設 運 営 

方     法 

☑ 直接運営 

□ 指定管理者制度 → 指定管理者  

□ 一部委託    → 委託内容  

直接従事職員 

約 0.03 人＝(2+1/3 人(市営住宅従事相当数)) × 1／77(H29 入居数割) 
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９ 市 内 の 

類似施設 

 

下田市所有 

 

丸山市営住宅、大沢市営住宅、上河内市営住宅 

 

民間所有 共同住宅 

 

10 取得費等 

の情報 

（単位：円） 

取得費及び財源内訳 平成 29 年度末残高 （備考） 

減価償却の方法 

・ 定額法 

・ 残存価 1 円 

・ 新設翌年度か

ら償却 

・ 耐用年数 

耐用年数経過によ

り評価残高 1 円 

土地取得費  土地残高  

建物取得費  建物減価償却後残高 1 円 

財源内訳    

 国・県支出金    

市債  市債残高  

一般財源    

寄附金等    

物品(＊万円以上)  物品減価償却後残高  

11 年間経費 

等推移 

（単位：円） 

区    分 H27 年度決算 H28 年度決算 H29 年度決算 H30 年度予算 

収入 現年度住宅使用料 255,600 240,000 198,000 169,200 

収 入 合 計 255,600 240,000 198,000 169,200 

支出 1 節 報酬 0 0 0 0 

7 節 賃金 0 0 0 0 

9 節 旅費 1,093 752 300 430 

11 節 需用費 1,171 556 450 260 

12 節 役務費 14,636 4,598 6,772 6,778 

13 節 委託料 793,800 0 0 0 

14 節 使用料及び賃借

料 66 94 32 190 

15 節 工事請負費 0 0 0 6,000,000 

16 節 原材料費 0 0 0 0 

19 節 負担金補助及び交付

金 
12,000 12,000 12,000 12,000 

支出合計 822,766 18,000 19,554 6,019,658 

 

減価償却費 0 0 0 0 

市債利子 0 0 0 0 

職員人件費 232,422 147,132 97,745 169,200 

下田市負担年間総経費 799,588 △74,868 △80,701 5,902,369 

 

備 

考 

支出・職員人件費は、うつぎ原市営住宅相当額 

12 施設利用状

況等の推移 

利用 

状況 

利用年度 H27 年度決算 H28 年度決算 H29 年度決算 H30 年度予算 

利用 

者数 

市 内 3 人 2 人 2 人 1 人 

市 外 0 人 0 人 0 人 0 人 

合 計 3 人 2 人 2 人 1 人 

参考：利用単位

当たり市負担額 

266,529 円/人 △37,434円/人 △40,350円/人 5,902,369円/人 

算出方法：11 欄の「下田市負担年間総経費」÷利用者数 

休館日  

使用 

時間 

 

  

（参考資料） 

 


